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生涯学習の場 としての対応を求め られ るな ど,ま た,そ のような動向 と連動 しつつ,変 化の激 しい社
会状況に対応で きるように従来の学問研究や教育 の内容 ・方法 を変 えてゆ くことが求め られるなど,
大学の在 り方 が大 きく変わろ うとしている現 塩煮において,そ の将来へ向けての改革 ・発展は,個 別
大学の内発的努力にまつことは言 うまで もないが,様 々な形での大学問の連帯 ・連携 を媒介 として,
その改革や発展への努力がより一層の効果をあげるよう目指す方向ないし戦略も不可欠であると考え
られ る。
そういう方向を検討することを 目指す本研究を計画 した背景には,筆 者の これまでの次 ぎのような
経験がある。
1977～1985年の8年 間,東 京大学百年史編集室員 として,日 本および諸外国の高等教育 に関す る
各種の調査・研究にかかわる過程で,明治以降の文部省をはじめとする高等教育の国家的政策の中枢
の動向に触れる機会 を得るとともに,様 々な大学 をめ ぐる諸局面の資料的見通 しを得ることができ,
又,多 くの高等教育機関や連合体に知己を得た。
更 に1988～95年の7年 間は,明 治大学百年奥縞纂委員 として,上 記の東京大学 とは異質な,時 代
社会の激動と連動 して,数多 くの浮沈を経験 した。個性豊かな私立大学の沿革史の編纂事業にかかわ
r
り,カ レッジ ・スポーツ等学生の文化 的活動の横断的な連携が生み出 して行 く,主 に私立大学群が中
心的役割を果た していった:大学連合体(例:大 学野球連盟,等)の 諸相を考察する機会 も得た。
また,1979年か らは㈲大学基準協会の百年史編纂室委員 として現在に至 ってお り,我 が国で最大
規模 の大学連合体の沿革資料の整理 を現在 も継続中であ り,か つ,1990～1991年度には全国私立大
学教職課程研究協議会(240大学加盟)の運営委員,お よび関東地区私立大学教職課程研究連絡協議
会(100大学加盟)の 事務局長を担 当 し,大学連合体の運営その もの にも関係 した。
と;れらの経験を通 じて,大 学 というものが,そ れぞれ独 自の在 り方を模索することでは じめて,そ
れそれの レゾンデー トル を世 に問 うとい うベク トルが不可欠であ ると同時に,常 に世間に よって,




も極めて重要である,と いう事象の歴史的展開に触れ,し か もそれが,大 学の運営当局者(学 長や理
事長)および教員団,さらに学生層という学内での立場を異にする構成員集団がそれぞれ,複数の大
学問で競争と連携 という錯綜 した関係を結ぶ状況に触れることで,高等教育機関の問題の考察におけ
る,複 数の機関の 「連合体」への視点の重要 さに注 目するに至 ったのである。
b.様 々な大学連合体
上記のような問題関心をもって,あ らためて眺めてみると,現 在,我 が国には,多 種多様な大学間
の連合体が存在する。大学設置者の類型別による利害 ・性格を共通の要素とするもの(国立大学協会




また,連 合大学院,複 数の大学院 ・学部間の単位互換制度,お よび受験生の併願パ ターンをに らん
での同種学部の入試期日の重複回避を調整する私立大学間の連絡会議等も,ある種の大学連合体とい
え よ う。
更には,大 学の教職員組合の,全 国および地域ブロックの連合体(F本 私大教連 や北海道 ・東京 ・
京滋等の私大教連など)も,職場 としての大学の研究教育を含む就労条件の改善や,大学改革の,真
の主体形成の場 として,極 めて重要な意味を持つ とも言えよう。
そ して,aで も触 れた,カ レッジ ・スポーツの連盟等をは じめ とする,学 生の文化活動 にかかわ る
横断的組織体(合 同の定期演奏会 や作品展示会を企画する,音 楽サークルや美術サー クルのインター
・カレッジ組織等,枚 挙にい とまがない)も 加わ る。
その他,世 間的にライバル と臼される大学群が,制 度的協議体がな くとも,お 互い他校を意識 した
行動を とる構造 も,あ る意味での連合体 とみなせる とも言えるのではないか。
これ ら各種の大学連合体それぞれの沿革 ・性格 ・社会的機能 を検討 し分析することを通 して,そ れ
らが,社 会的ニーズの変化や進学者数の変動などを背景としなが ら,設 置基準の大網化によ り拍車の
かかった個性的大学創りや自己評価への対応等,大 きな転換点にさしかかった大学の改革に如何なる









大学連合体についての 「比較 ・分類 ・評価」等の作業の視点お よび枠組 みを模索 することを,研 究作







・存続の難 しさに直面 しつつあるケースを対象 として,複数回の原地調査を も実施 しなが ら,そ れぞ
れの連合体が直面する諸問題や危機,お よびその克服や回避の状況をリアルタイムに追跡しつつ,そ
れ らの軌跡から浮かびあがって くる,大 学連合体の可能性 と問題点を考察することをめさ した。
C.そ の他の大学連合体および連合体的"事 象"へ の視点
上記のaお よびbで 考察の対象 としたのは,大 学の運営や教育研究に関す る局面 について,主 と
して大学運営の当局者や教員が中心となって発足された連合体であるが,前述のように,大学に関す
る横断的な連携組織は,教職員組合や学生団体の連合体もあり,入試の日程を調整する首都圏私大の
連絡協議会の ような ものか ら,か つまた,ラ イバル視 される相手を意識 した行動を行う大学 どうしの
ような,結 果 的 に連合 体 と しての 性 格 や機能 を有 す る(lnvisibleAssociationとで もい え る よ:うな)
事象 もあるわけで,出 来 る限 り多様な大学連合体 に対する考察 もめさすこととした。
d.今回の論稿の構成について
今回は,許された紙幅の関係から,考察の枠組みのra」にあたる,大学連合体の歴史的考察を報
告することとし,戦後の新 しい教育制度の もとにおける大学の在 り方に大きな影響を与えるこ とにな
る 「大学基準協会」の発足時の動向と,発足後五年後に直面することになる 「会員の相互審査」に注
目し,そ の構成 原理の形成過程や,参 加大学のメンバーシ ッゾをめ ぐる諸問題 を考察することをめざ
すものである。
※本研究は,1994年度お よび1995年度の 明治大学 人文研究所個人研究費対象研究 として認定さ=れ,
「a」やrc」の考察 に際 しての様 々な資料や文献の入手において,ま たrb」のい くつかの地域ブロ






現在,大 学の 「自己点検 ・自己評価」が大 きな課題 とされ,各 大学 で様 々に取 り組 まれているが,
我が国において も,そ もそ も大学 におけ る自らの点検 ・評価の概念やその重要性を認識 し;そ の具体
的な実践を組織の基本的かつ継続的な課題 として活動 してきたのが大学基準協会であり,今回の 「自
己点検 ・自己評価」の方法や形態のモデルを提示 しているのもこの協会である。
この大学基準協会 につなが る系譜 の動 きは,1946年(昭和21年)十月に始ま った。
それは,CIAから文部 省に対 して,大 学の設立認可 に関す る問 い合わせがあ り,従 来 までのその





は,官 立側か ら東京帝国大学(石 井昴)・東京文理科大学(務 台理作)・東京工 業大学(和 田小六)・
東京商科大学(上原専禄)・千葉医科大学(小池敬事),私立側から慶応義塾大学(橋 本敬)・早稲田
大学(伊 原貞敏)・立教大学(佐 々木順ヨ)・大正大学(石 原恵忍)・中央大学(升 本喜兵衛)と,首
都圏の10の大学 か ら委 員が選 ばれた。 このメンバー大学の選定 については,官 立は首都圏の全大学
を,私 学 は大規模校 と中小規模校のバランスに配慮 した もの と言われ る。
この協議会は,1947年の三月 までは,文 部省主催 として,毎IfsCIEの係官がオブザーバー として
同席 する形で運営され,当 初は旧制大学 の設立基準の審議 を行っていたが,194G年の暮れに教育刷
新委 員会(略 称:教 刷委)が,「 高等学 校に続 く学校は四年の大学 を原則 とすること」 という決議 を
行 ったこ とか ら,1947年一月か らは,六 ・三 ・三制の上 に設け られる四年制大学を審議の対 象 とす
ることとした。 そ して,同 年三月 までに,大 学の校地 ・施設 ・学生定 員 ・教授組織(講 座)・教授の
任免 ・財政,等 に関 す る一般 的 基準 に関 す る要 綱 を ま とめ た。
P
その三月の段階で,こ の協議会の性格が変化 する。 それは,CIEの示唆 によ り,そ れまでの文部
省主催の形態か ら,協議会みずか ら座長 を選び,自 主的に運営 してゆ くこ ととな ったためである。座
長には,東京工業大学の和田小六が選ばれたが,これはCIEがこの協議会に一層影響力を増す(少
な くとも文部省の介入を極力押 さえる)こ とを目的 としたという見方が一般 には強 く,この後,教 育
改革に対 して主体的に重要に責任を負って当たっていることを自負していた教刷委としては,学校制
度の中でも極めて重きをなす高等教育問題に関して,有 力大学を巻 き込んでC【E主導で事が運ばれ
るのではないか,と いう強い懸念を もつようにな り,協議会 と教刷委の間はかな り険悪な もの となっ







呼びかけによる最初の十大学の会合に東大代表 として出席 した石井昴は事務局長であ り,他の九大学
の代表がいずれ も学長ない しそれに準ずる教授であった中では異色であ った。そ してこれ以降 も,現
在に至 るまで,東 大 は:大学基準 協会に対 しては代表者 として学長[総 長]を 出さず,一 度 も会長にな
っていないのである。 しか し,専 門委員等 としては東大関係者は活躍 してお り,こ のあ とす ぐ触れ る
協議会の分科会には当時の六人の学部長が協議員として参加 していて,一つの大学からの参加人員 と
しては最大であった。)
性格が変わ った協議会ではあるが,検 討作業の方はそれ までの流れに沿 って,ア カデミック ・ス タ
ンダー ドの細 目の検討の段階 に入 り,専 門分野ご とに協議員を委嘱 し,文 科系学部 ・理科系学部 ・女
子大学の三つの分科会に配属 した。女子大学分科会を設けたのは,女子大学が全 く新 しいものである
ので,:文科系ないし理科系のいずれかに合流する前に女子大学 としての一般的問題を審議するためで
あった。そして従来の協議会は共通協議会と呼ばれ,各分科会は履修単位 ・学士号獲得に対する最低
要求 ・一般教育科 目と専門科 目の比 ・専攻主要科 口と選択関連科 目の比,等 について審議 した。
この過程で,CIEは,こ れ までの協議会の審議 には地方の大学の意見は入っていない し,ま た文
部省の指導を離れて自主的に運営するように性格が変わったのだから,全国の大学の協議会を開いて
協議 を拡大すべ きである,と の指摘 を行い,こ れを受けて,協 議会 としては全国の大学に呼びかけて,
1947年五月十 二,十 三の両 目,日 本大学講堂を会場 として,「大学設立基準設定連合協議会」を開催
し,旧 制46校の大学か らの代表者が参加 した。
(※この会議の開催準備において,CIEは,会 場 を文部省 と東京帝国大学以外の場所 とするよう強
く主張 した と言われ る。)
この連合協議会で往日されるのは,まず従来までの協議会の和田小六座長が,「大学設立基準を設
定するのは,大 学全体が集まって 自主的 にまた民主的に大学のアカデ ミック ・スタンダー ドをよ くし
てゆ くことが 目的であ るので,従 来画一的にな りがちであ った我が国の大学 を画一・的にすることがあ
ってはならない」「基準の運用 も,性 質上,大 学 自体がこれに当たってゆ く以外に適当な方法はない」
「この 協議会は大学 自治の理念 を大学 のグル… プの 自治までに推 し進め ようとする一段階である」 と
い う内容の挨拶を行 ったことで,こ れは,後 の大学基準協会 に連な る,協 議会の基本方針 として,大
学の連合体による大学設立基準の設定運用を予想 している。
また,プ ログラムの中には,司 令都側講演 として,三 人のCIE課員に よる講演が組み込 まれてい
た 。
まず 「四年制大学について」 と題 して,ウ ィグルワースが,四 年制大学 における学習 ・卒業の最低
要求や,四 年間における学科 目の配分等について説 明した。
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また,イ ーグルは,「新制大学設立」 と題 して,チ ャー タリング(大 学設立の認可)と アク レデ ィ
テー シ ョソ(大 学の適用による資格判定)と いう,日 本の大学人にはそれまであ まりな じみの無か っ
た概念を説明 し,特 に大学の連合体が,そ のメンバーが真 に大学 としての名 に値す るかどうかを相互
に判定(こ れがアクレディテーシ ョソ)し あい,相 互の質的向上を不断に追及することの重要さを,
米国の実例を交 えて強調 した。
さ らにホルムズは,「大学設立基準の適応について」 と題 して,「旧制の学校や新 しく大学 になろ う
とい う学校は正式に文部省に申請 して設立認可(チ ャータリソグ)を 受け る必要があ るが,そ の認可
を実際に検討するのが大学設置委員会で,その委員の半数はこの連合協議会から出し得るし,そこで










る と認め られるこ とで一流の大学にな る(つ ま り,そ の大学連合体のメンバーシップを得 ること)の
であ り,大 学連合体には,そ のためのよ り高度 な大学判定基準を設定することが求め られる」 という
趣 旨の提言を行 うが,こ の 「設置認可基準」 と 「適格判定基準」の問題は,そ の後 も長 らく(こ の大
学連合体=連合協議会が 「大学基準協会」に発展 した後も)議論が接続されることとなる。
この連合協議会において,首都圏十大学の 「協議会」で検討 してきた大学設立基準の大筋が承認さ
れ,ま た,和 田座長やCIEから説 明があった ように,基 準の設定や適用は大学 自体が責任を もつ も
のであ るか ら,今 回の会合を基礎 として,よ り充実 した大学の 自治的連合体に発展 させることも共通
の認識 となった。
,こ れを うけて,従 来までの 「大学設 立基 準設定協議会 」は,首 都圏10大学 のほかに関東地 区の6
大学,近 畿地区の2大 学,北 海道 ・東北 ・中部 ・西部 ・九州の各地区を代表す る5大 学 を加えて,
合計23の代表大学による 「拡大共通協議会」を核 とする全国組織に改組 し,各地区ごと意見をまと
めて協議会に持ち寄り,必要があれば連合協議会を開いて全体協議をすることとなった。
そして,全国組織となったこの協議会は,「大学設置基準認定協議会」 と改称 し,大学基準の設定
だけでなく,さらに幅広 く大学の水準向上のために自治的活動を展開 してゆ くための組織原理の検討
を進 め,1941年七月七 日に五月に続 いての第二回の協議会 を日大講堂で開催 し,検 討 して成案を得
た 「大学設置基準案」 と,あ らたな連合体 としての 「大学基準協会」の定款案を協議 ・決定 し,翌 日







上をはか ると共 に大学 教育の国際的協力に貢献すること」(定款第三条)と し,ま たメンバー シップ
の基本について 「本会の会員は大学の水準を高め,大学教育の効果を十分なものにすることにあらゆ
る努力をする義務がある」(定款第八条)と した。





(※この後,大 学基準協会は,1948年以降発足 してゆ く新制大学の,学 部学科 の構成や学生指導等
の大学 の運営 ・研究 ・教育に関する活動の様 々な面についてのガイ ドラインの検討 ・提示 をは じめ,






あったが,何 よりも,こ の …連の経過の中で,従 来相互 に対等にかつ協調的に交流するような経験を
もたなかった大学が一同に会 し,自治的な組織を作って共通の課題に向かって役割分担 して協力しあ
う,と い うことが実現 した ところに,戦 後の大学が,戦 前 までにはなかった"社 会性"を 身につけて
ゆ く方向性を明確に示 していると言える状況である。そして,結局は文部省の所管事項 としての許認
可行政的な問題点 も多 く含む点はあ るものの,新 しく生まれる大学はすべて,こ れまで見たような由
来 をもつ大学(設 置)基 準や大学設置審議会を くぐることで,原 理的には"大 学の社会1'に迎 え入れ
られる(参 加する)と いうことにな り,そ れ自体,前 述の"社 会性"と あわせて大学の在 り方につい
ての一一つの 「新 しい理念」 といえるのではないだろうか。
基準協会は,1947年七月の発足後 も,前 身ない し母体の 「協議会」か ら続けている 「基準」の検
討に従事 し,1949年の新学期からの発足が予定されている新制大学のための,大学であるために満
たすべ き,教 員組織や校地 ・校舎 ・施設 ・学科構成 ・教材 ・図書 ・学生定員等の,妥 当塗水準の設定
に精力的に取 り組んでいった。それを通 じて,医 歯学系を除 く四年生 の大学の,「一般教養教育」 と
「専門教育」を例 えば,二 年 ずつ行 うというように,両 者を同 じ比重:とする方向や,体 育 を必修科 目









作(東 京文理科大学長)の 大学論があった。そ して両者 とも,前 述のように,1940年十月か らの 「協
議会」以来の,大 学基準協会の創立前後の中心人物であった。
土原は,米 国使節団報告書の うち,当 時あま り注 目を集めなかった 「第六章 高等教育」を深刻に
受けとめ,同報告書の大学の職能の規定が,「真理探求」「市民育成」「職業訓練」の三つの職能を同
等の比重で実現 することを要請するものであるこ とを,「原理上の統一ではな く,い わば意志的なる








り,新 制大学発足直前には,文 部省およびCIEも絡 まって確執が深 まる基準協会 と教刷委の仲介役
として奔走 し,し かも協会の基準の基底 にある新制大学理念を踏ま:える明確な立場で,教 刷委におい
て帝大派の委員達の新制大学批判ないし協会批判に対応 した。蒜台の大学論は 「職業教育もやるが,
学問をより深めることのできる学科編成 も考慮 してお き,そ れぞれの方面 にカー杯伸びてい く環境た
るのが大学の在 り方ではないか」という趣 旨であった。
また,旧制存続論者が口にする,「教養教育は高等学校で」「専門職教育は大学で」従来十分に実現
していた,と する説に対 して,上 原は 「疑似一般教育 における専門教育意識の欠如」および 「疑似専
門教育における一般教育意識の欠如」 と,む しろ旧制の高校 と大学が,実 は,青 年の真の発達や社会
への参加のための内容 も展望 も欠如 した中途半端な もので しかなかったのではないか,と 痛烈 に反撃
、する。(「大学教育の人文化」,『表現』1948年八月号)
この ような,新 制大学 に対する積極的な展望が身近 で論 じられたことが,前 に紹介 したような,和
田小六の,協 議会の座長か ら基準協会会長を担 ってゆ くなかでの拠点 としていった"大 学の連合体自
治"論 を生んでいった とも言えよう。
しか し,(高校 ・高専のみな らず旧制大学 も審査を受けての)新 制大学の発足の過程では,協 会の
「基準」そoものが含んでいた曖昧さや矛盾もさることながら,高専等は基準の文言や数値をギ リギ
リ(ス レスレ!?)の 線でクリアーすることのみをめさ し,旧制の特 に帝国大学などは単な る移行の
手続で事足 りると対応し,基準を大学の新 しい在 り方の出発点として主体的にとらえるような対応は




多 くの課題を抱えた まま出発 してい くのである。
このことはまた,協会自身が,その後の過程において,構成要素てある新旧大学の様々な格差の是
正を巡 って,組 織の運営の基本理念 にもかかわ る深刻な内部論議 を余儀な くされ ることにもつながっ
てい た。
b.大学基準協会の会員相互審査の実施
激 しい政治的対立をひきず りな がらの対日平和条約および日米安全保障条約の発効や,血のメー
デー事件な ど,被 占領状態 を脱 したばか りの 日本の政治 ・社会情況が,内 外の激動 に揺 さぶられてい
た1952年,大学基準協会 も重 大な転機 を迎え るこ ととな った。そ もそ もこの年 の春 か らは,1949
(昭和24)年度に発足 した殆どの新制大学において,新制第一期生が四年生に進級し,新制 大学 と
して全学年が揃い,新たな国民的な高等教育機関たるべき理念や内実についての模索状態は続きなが





この年の六月の総会で,そ の審査結果の発表を行 うことにな っていた。 この会員相互審査は,当 時の
協会定款第四十二条第二項の,「(創立当初からの会員は)五 カ年以内に基準を適用↓て再審査を行
い, 基準に適合しないものは会員の責務を失うものとする」 という規定に従うもので,審査委員会議
事録 や,関連資料 によると,こ の時の会員相互審査の経過 と内容はつぎのような ものであ った。
まず, 1950(昭和25)年六月の総会において,「会 員資格審査規程」を制定 し,また この 「規程」
に基 づき,常置委員会としての会員資格審査委員会の設置を議決 し,同時に会員の互選により資格審
査委員会委員十…・名を選出した。その後,同年 ヒ月の評議員会は 「会員資格審査規程細則」を制定 し
た 。
七月十五 日に開催 された第一回会員資格審査委員会において,こ のような適格判定の作業がFl本で
は初めての経験 となることか ら,こ の作業についての各委員の理解を共通 にするため,委 員各 自の研
r
究 と委員相互の討議をもとに して,「適格判定について」 という詳細な解説を作成することか ら始 ま
っ た 。
その中で,「適格判定の指導原理」 とい う項 目においては,適 格判定の 目的 と原理 について次の よ
うな説明を行 っている。
「適格判定の 日的は大學教育における優れた高い標準 を保つ ことにある。
適格判定を指導する原理は次の六つの黙にある。
第一に適格判定は標準化であってはならない。大學の個々の差異は人々のそれ と同様に充分に認
め られるべきであ る。 よい入學に射 して濁立不 きの思考,実 験への自由,異 な る方 向への護展は




べ きである。 ご くよいカ トリックの大學 も佛教 の大學 としては劣 っているという例 を引けば この
ことは十分理解され るであろう。
第三に大學 が何を持 っているか とい うことよ り何 を しているか とい うことを測定することが一層
重要である。提案された国書館の基準はその中に十分な内外の圖書を備えること,照明換気充分
な且相當多数の座席を持つ閲覧室を持つべきことを述べている。 しかしながらその座席にいかほ.
どの學生がいつ も座 っているか又書庫の本が どの程度に利用 されているか ということの方が遙か
に重要である。無意味な官僚的形式主義は新 しい日本から駆逐さるべきである。
第 四に大學はその個 々の貼についてでな く全農 として判断 さるべきである。ある大學 は大部分の






ことはで きる。 しか しこれ らの ものが,適 當であるか どうか,い かによく利用 されているか,教
員たちの教 え方 はよいか どうか,掲 げ られた 目的がたつせられているか どうか等を調査するには
経験の深い教育家たちを必要とする。









資格審査を申 し込んだのは,46大学138学部であったが,設 置後五 ヵ年を経過 している と認め られ
ず審査を受 ける資格 に欠け るとみな された学部 が3あ ったため,審 査対象 とな ったのは(大 学数に
、か わ らず)135学部 であ った。
また,こ の学部数には,夜 間学部14が含まれていたが,そ の後の審査の途 上においてその取 り扱
い等に疑義が生じたため審査未了の手続きがとられた。
会員資格審査委員会(その委員は本委員 とよばれた)の内部に,被審査学部の種類に応じて,法 ・
文 ・経商 ・理 ・工 ・農 ・医薬学,及 び一般教育の専門分科会が設置され,そ の委 員(専 門委 員 とよば
れた)と しては,会 員大学の中から39名の教授 を委嘱 した。
審査は,各大学より提出された調書に掲げられた項 目中,大学全般にわたる項 目については主とし
て会員資格委員会が,専 門にわたる項 目については主 として各専門分科会が,一 般教育 ・体育 ・ガイ




も, 教員組織の審査に際 しては,教員の個人資格にはほとん ど触れる事なく,組織対としての強弱の
検討が主眼とされ,従ってそれぞれの組織の中核をなす専任教員に検討の重点がおかれた。





この ように して,特 に教 員組織 ・施設 ・財政(公 立及び私立の大学 については特に)・教育効果 ・
研究活動 を重視 しつつ総合的判定が下 されていったわけであるが,最 終的には,:大学の"風 格"如 何
も重要な鍵 として検討された。
この ような過程 を経ての,最 終的な審査結果は次の ような ものであ った。
*合格学部数38大 学106学 部





そ して, この審査の過程 で浮かび上が った,会 員大学の問題点について,小 池委員長か ら,所 見 と
いう形での種 々の指摘がなされたが,そ の うちの主な諸点は次の通 りであ る。
◇設置認可の際の履行条件及びその実施情況:多 くの大学は基準到達がやっと(総じて積的改善努力
の姿勢が不足)
◇教員組織 :文系弱体(弱 体は若手の育成 ・登用不全が囚)
◇教員俸給 :極めて低水準 ・特に私立大がひどい(教授の平均給与の都立全日制高校教員の平均給与
以下の例あ り。これは審査対象私大の約50%)
◇学生定員=私立大に問題;経 商学部の定員超過 ・文 ・農学部等での定員割れ
◇学部 又は学科(専 攻 を含む)の 教育課程及 びその履修方法:70%が 「基準」をギ リギ リでク リア
一(全般的に学生の自発的勉学助長の努力不足)











一応 クリアー した大学 にとっても,こ の後,長 い時間をかけて改善に取 り組まねばな らなかった。
(審査 に合格 した大学の うち,勧 告の必要を認めたものには,協 会か らそれぞれに対 しての 「勧告文」
を提示 した。)
この審査の結果,前 述のように38大学106学部が合格 とい うことにな り,改 めて基準協 会の正式な
会員 としての メンバーシップが,総 会での議決を経て確認された。
審査委員会からの説明の ところでも触れたように,審査の課程で8大学からの申請の 取 り下げが
あったわけであるが,審 査結果が承認 されたあ との懇談会で,8大 学 のうちのある代表が特 に発言 を
求め,「今回の判定で,正 会 員校の列 に加われなか ったのは大変残念 であるが,こ れ まで同志 として
協力 してきた経緯 もあ り,ま たいずれ基準をク リアーすることをめざす我々の ような存在を も,何 ら
かの形で組み込んで,協会として大学全体の水準向上のための積極的活動を展開されたい」という主
旨の要望をのべたが,こ れはその後の協会のあ り形を示す,重 要な認識 を含む もの といえる。つま り
大学基準協会は,正会員員のみでなく,適楕判定での合格をめざしながら,協会の維持に資する所定
の参加費を負担 しつつオブザーバー的な立場にある予備会員も含んだ形で,よ り多くの大学での水準
向.トへの関心の高 まりをめ ざすという方向であ り,こ れ以降の協会の組織原理の論議での重要 な検 討
課題 とな ってゆ く。
いずれにしても,以上の経過で重要な点は,大学基準協会が,一定の基準を満たすもののみが構成
員であるという組織原理の原則を自らに適用し,発足以来苦労をともにした仲間を排除することも辞
さなかった ことであ り,ま た"不 合格"と なった大学 も,そ の審査経過 と結果をうけいれ再審査 によ
る合諮 をめざす ことで,協 会の組織原理があ らためて確認された ことである。これは,大 学連合体の
メンバーシップの在 り方を検討す る際,色 々な問題を提起する と言えよう。
※本報告に続けて発表するこ とを予定 している 「大学連合体の研究(2)」では,歴 史的研究の もう一
,つ のケースとして,後 の 「日本私立大学連盟」の発足につなが る,敗 戦直後の私立大学群の,新 教育




定であ るその作業の完了をまって,次 回の報告の末尾 にまとめて,引 用部分等 について註 として掲げ
る予定 である。
(こやの ぞざい)
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